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国庫支出金の構造変化について
�夕張市の事例�

鈴 木 善 充 ・ 橋 本 恭 之

概要　本稿では，夕張市を事例として国庫支出金の構造変化について検討した。本稿で得ら

れた結果は以下の通りである。第１に，三位一体改革前後において負担金の総額の減少が見

られ，その主なものは，子ども関連・生活保護関連費である。補助金も総額の減少が見られ，

その主なものは，地域振興・道路関連費である。第２に，民主党政権前後においては負担金

の総額が増加している。第３に，夕張市の財政破綻前後において，負担金では生活保護関連

費が削減され，障害者関連費が増加している。補助金では，地域振興関連費が大きく増加し

ている。
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Abstract　 In this paper, we investigated the structural change in government ex-

penditures by selecting Yubari City（Hokkai-do Prefecture）.　This paper showed the 

following results.　First, we showed decrease in the gross amount of burden before 

and after“Koizumi-Reform”.　The matters that were associated to child and public 

assistance were mainly deducted.　We also showed that the gross amount of subsidies 

to local government was similarly decreased.　The main matters deducted were the 

subsidies related to regional development and roads.　 Second, we indicated the in-

crease in the gross amount of burden before and after“Changing Government”. 

Third, we indicated that the monetary burden for the welfare connection was reduced, 

while the cost related to individuals with disabilities increased after the financial 

failure of Yubari City.　 The subsidy for the local promotion connection cost was 

greatly increased.

Key words　government expenditure, Koizumi-Reform, Changing government, Yubari 

City, financial failure



１.　は　じ　め　に

近年，日本では地方分権改革の一環として，国庫支出金すなわち国から地方への補助金

の見直しがおこなわれてきた。とりわけ「骨太の方針２００３」で基本方針が打ち出された三

位一体改革では，国庫支出金，地方交付税の削減と国から地方への税源移譲がおこなわれ

た。本稿では，このような地方分権改革のなかで，地方団体の受け取る補助金がどのよう

に変化してきたのかについて夕張市の事例をとりあげて検討することにした。地方団体の

事例として夕張市をとりあげることにしたのは，２００６年に多額の負債が表面化し，２００７年

に財政再建団体となり，事実上財政破綻した自治体であるからだ。財政破綻以降の夕張市

は，極限まできりつめた財政運営をおこなっている。夕張市の財政破綻前後における補助

金の構造変化を調べることで，地方団体を維持する上で最低限必要な補助金がどのような

ものなのか，三位一体改革以前の補助金は夕張市の財政運営の膨張を引き起こすもので

あったのかなどを検証することが可能となるだろう。

本稿では，夕張市の事例を調べるにあたって，２００１年から２０１２年までの期間について夕

張市の国庫支出金ならびに道支出金の受取額のデータを利用することにした�。２００１年か

ら２０１２年までの期間に夕張市は，小泉政権下での三位一体改革，財政再建団体入り，リー

マンショック，民主党への政権交代という，経済，財政上の変化を経験することになる。

本稿では，これらの変化に伴う補助金の構造変化について詳しく検討していくことにした

い。

２.　近年における補助金改革の変遷

夕張市における補助金の分析を行う前に，近年における補助金改革の変遷についてまと

めておこう。表１は，２００１年以降の補助金改革の変遷をまとめたものだ。２００１年４月に発

足した小泉内閣は，聖域なき構造改革を掲げ，２００１年６月に国庫補助負担金の整理合理化，

市町村合併などを盛り込んだ地方自立・活性化プログラムを「骨太の方針２００１」において

打ち出した�。
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�　夕張市の補助金データは，夕張市財務課より提供して頂いた。データの入手に関しては，夕張

市財務課長石原秀二氏の協力を得た。

�　「骨太の方針２００１」の概要版には，「国庫補助負担金の整理合理化，地方交付税制度の見直し，

地方税の充実確保により地方行政の基本的な財源を地方が自ら賄える形に」と記載されている。



２００２年５月の片山試案「地方財政の構造と税源移譲について」は，税源移譲によって国

と地方の税収配分を１対１にすることを実現し，国庫支出金を５.５兆円削減し，交付税を見

直すものとされた。税源移譲としては，所得税から個人住民税に３兆円，消費税から地方

消費税に２.５兆円をそれぞれ税源移譲するとされ，国庫支出金については，奨励的補助金を

２.３兆円，経常的経費を３.２兆円それぞれ削減するとされ，地方交付税については，算定方

法の見直しと交付税対象の税目と交付税率を見直すとされた。
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表１　近年における補助金改革の変遷

主　な　内　容年　月

聖域なき構造改革小泉内閣発足４月

２００１年 地方自立・活性化プログラム（市町村合併，
国庫補助負担金の整理合理化など）

骨太の方針２００１６月

税源移譲によって税収を国：地方＝１：１
を実現，国庫支出金５.５兆円削減，交付税見
直し

片山試案
「地方財政の構造と税源移譲について」

５月

２００２年 地方の財源不足（１４兆円）を早期解消を目
指す

骨太の方針２００２６月

国庫補助負担事業の在り方の検討＋国庫補
助負担金の在り方に言及

地方分権改革推進会議・意見書１０月

三位一体改革の基本方針の打ち出し（２００６
年までの工程表の提示）

骨太の方針２００３６月
２００３年

交付税１.２兆円減額，所得譲与税４,２００億円２００４年産地方財政計画１２月

２００５年度以降の三位一体改革の進め方麻生プラン４月

２００４年

麻生プランに反発，国庫補助負担金改革案
（三位一体改革への前提を提示）

地方六団体の緊急決議５月

２００５年度と２００６年度にかけての国庫補助金
改革３兆円の工程表，地方へ改革の 具体案
のとりまとめを要請，税源移譲に個人住民
税フラット化を検討

骨太の方針２００４６月

２期に分けて３.２兆円，３.６兆円の補助金削
減，税源移譲案を提示

地方六団体・改革案８月

政府与党合意（６,０００億円の補助金改革は未
定）

三位一体改革について１１月

未定分の６,０００億円分の国庫補助負担金改革
の提示を地方に要請

麻生大臣から知事会長に要請４月

２００５年
政府与党合意を踏襲骨太の方針２００５６月

６,０００億円改革に向けた１兆円改革リストを
提示

知事会の改革案７月

政府与党合意，３兆円の税源移譲の内容が決定追加改革案１１月

国から地方への税源移譲完了三位一体改革完了４月２００７年

リーマン・ショックヘの経済対策（地方へ
の配慮）

麻生内閣の経済対策４月
２００９年

ひも付き補助金の一括交付金化，地域主権民主党「マニフェスト２００９」９月

地域自主戦略交付金創設２０１１年度予箕４月２０１１年

地域自主戦略交付金廃止日本経済再生に向けた緊急経済対策１月２０１３年

出所：筆者作成。



２００２年６月の「骨太の方針２００２」においては，「国庫補助負担金，交付税，税源移譲を

含む税源配分のあり方を三位一体で検討し，それらの望ましい姿とそこに至る具体的な改

革工程を含む改革案を，今後一年以内を目途にとりまとめる。」とされた�。

２００２年１０月の地方分権推進会議が「事務・事業の在り方に関する意見」を発表した。そ

こでは，三位一体改革については，会議が首相の諮問機関であることから，「骨太の方針

２００２」を踏まえた内容となっている。そこでは特に国庫補助負担事業について，国の関与

を大幅に減らすとともに，地方の権限と責任を拡大させることで事業の廃止・縮減を行う

べきであるという議論がなされた。

２００３年６月の「骨太の方針２００３」では，税源移譲，国庫支出金の削減，地方交付税の削

減を組み合わせた三位一体改革の基本方針が打ち出され，２００６年までの工程表も提示され

た。工程表の具体的な中身としては，「国庫補助負担金については，広範な検討を更に進

め，概ね４兆円程度を目途に廃止，縮減等の改革を行う。その際，国・地方を通じた行財

政の効率化・合理化を強力に進めることにより，公共事業関係の国庫補助負担金等につい

ても改革する。」「地方交付税総額を抑制し，財源保障機能を縮小していく。」「税源移譲に

当たっては，個別事業の見直し・精査を行い，補助金の性格等を勘案しつつ８割程度を目

安として移譲し，義務的な事業については徹底的な効率化を図った上でその所要の全額を

移譲する。あわせて，「１８年度までに必要な税制上の措置を判断」して，その一環として

地方税の充実を図る。（中略）こうした三位一体の取組により，地方歳出の見直しと併せ，

地方における歳出規模と地方税収入との乖離をできるだけ縮小するという観点に立って，

地方への税源配分の割合を高める。その際，応益性や負担分任性という地方税の性格を踏

まえ，自主的な課税が行いやすいという点にも配意し，基幹税の充実を基本に，税源の偏

在性が少なく税収の安定性を備えた地方税体系を構築する。」というものであった�。

２００４年４月に公表された「麻生プラン」では，２００５年度以降の三位一体改革の内容とし

て以下のような方針が打ち出された。税源移譲としては，所得税から住民税へ３兆円規模

の税源移譲をおこない，住民税を税率１０％で比例税率化すること。補助金削減によって移

譲額が３兆円に満たない場合は，偏在度の高い他の地方税を国へ逆移譲して調整すること。

税源移譲に結びつくものを中心に，３
　

 兆円の国庫補助負担金改革を確実に実施すること。

特に，平成１７年度は，施設整備事業に係る国庫補助負担金全体の廃止，義務教育費国庫負
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�　「骨太の方針２００２」２９ページより引用。

�　「骨太の方針２００３」本文，２０ページより引用。



担金のうち学校事務職員等に係るものを先行的に検討し，奨励的国庫補助金の計画的縮減

に重点をおくこと。２００５年度は，「地域再生」等を進めるため，地方税，地方交付税等の

一般財源総額を前年度と同程度の水準にすること。交付税算定に行革努力が報われる要素

を導入すること。

この麻生プランに反発した地方六団体は２００４年に，「三位一体の改革」の全体像の早期

明示し，国・地方間で協議すること，基幹税による税源移譲を早期実現すること，負担転

嫁なき国庫補助負担金の廃止をおこなうこと，地方交付税を堅持し充実させること，国直

轄事業負担金を廃止すること，という内容の緊急決議をまとめた。

基幹税による税源移譲については，国と地方の税源配分を国：地方を１：１にすること

を目標として，２００５年度に所得税から個人住民税への税源移譲と地方消費税の引き上げの

実施を要求している。

国庫補助負担金の削減については，「単なる地方への負担転嫁となる国庫補助負担金の

削減は，断固認められない。あくまでも地方の自由度を高めるものを対象に見直しを行い，

税源移譲額に見合った国庫負担金を原則廃止すること。」とした�。この負担転嫁になるも

のは認められないという主張は，当時の削減対象として生活保護費負担金が想定されてい

たことが念頭にある。生活保護は，所得再分配政策として本来国がおこなうべきものであ

り，窓口サービスを提供するのは市町村が望ましいとしても，その費用負担は国が担うべ

きだいう考え方に沿ったものだ。

国庫補助負担金の見直しとしては，地方の裁量を高めるようなものにし，税源移譲の額

に対応するものは原則廃止すべきであるとした。国庫補助負担金が廃止されることによっ

て一般財源化される事務事業は，必置規制・基準の義務付けを廃止するといったことを行

うべきであるとした。また公共事業関係の国庫補助負担金の廃止にともなう財源は税源移

譲によって行うべきであるとした。国直轄事業負担金については，この事業が国家的政策

であるにも関わらず，地方に対して個別負担を課していることは不合理であるとし，廃止

すべきであるとした�。
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�　地方自治確立対策協議会『地方財政危機突破に関する緊急決議』（２００４年５月２５日），２
　

 ページ

から引用。さらに例として，「特に生活保護負担金などについては，本来国の責任で実施すべき

ものであり，補助率の引き下げは到底受け入れられないとした。」としている。（同ページから引

用）

�　国直轄事業負担金には，例えば国の行う河川，道路，砂防，港湾等の土木事業が存在する（地

方財政法，第１７条の２，第１項）。『地方財政統計年報（平成２４年度）（１�２�１表）』によると，

２０１４年度決算額で国直轄事業負担金は９,３０８億円となっている。



２００４年６月の「骨太の方針２００４」は，地方六団体の「緊急決議」を受け，地方団体側に，

国庫補助負担金改革の具体案をとりまとめるように要請している。これに対して，地方六

団体は，２００４年８月に「国庫補助負担金等に関する改革案」において，第１期（２００６年度

まで）に３.２兆円，第２期（２００７年度以降）に３.６兆円，揮発油税の一部を地方譲与税化す

ることで１.４兆円の合計８兆円の税源移譲を提示した。それに見合う国庫補助負担金の見直

しの合計額をすでに実行されている２００４年度分の１兆円を含めて９兆円とした。９兆円廃

止の内訳は，第１期に税源移譲につながる国庫補助負担金を廃止することで３兆円，第２

期には，すでに廃止を提言しているが第１期で廃止されていない国庫補助負担金を廃止す
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表２　政府与党合意「三位一体改革について」における国庫補助負担金改革の概要

概　　　　要取　組　状　況

生活情報体制整備等交付金，交通事故相談所交付
金，民間資金等活用事業調査費補助金 等

１０億円程度内 閣 本 府

消防防災設備整備費補助金（緊急消防援助隊関係
設備分を除く），地域情報通信ネットワーク基盤
整備事業費補助金，情報通信システム整備促進費
補助金 等

９０億円程度総 務 省

減額相当分は税源移譲予定特例交付金（教職員給
与費を基本に配分）により措置

義務教育糞国庫負担金
８,５００億円程度の減額（暫定）
（うち１７年度分（暫定）４,２５０億円）

文部科学省
要保護及準要保護児童生徒援助費補助金，教員研
修事業費等補助金，高等学校等奨学事業費補助金，
学校教育設備整備費等補助金 等

その他の国庫補助負担金等
２３０億円程度

国民健康保険国庫負担，養護老人ホーム等保護費
負担金，児童保護費等補助金（産休代替保育土嚢
等補助金等），在宅福祉事業費補助金（生活支援
ハウス等），社会福祉施設等施設整備費補助金・負
担金 等

９,３４０億円程度厚生労働省

経営体育成基盤整備事業費補助，治山事業費補助，
農道整備事業費補助，水土保全林整備治山事業費
補助，協同農業普及事業交付金，農業委員会交付
金 等

３,０４０億円程度農林水産省

小規模企業等活性化補助金，中心市街地商業等活
性化総合支援事業費補助金，産業再配置促進環境
整備費補助金，輸入関連事業者集積促進事業費補
助金 等

１８０億円程度経済産業省

公営住宅家賃対策等補助（公営住宅家賃収入補
助），住宅産業構造改革等推進補助金，土地利用
転換計画策定等補助金，土地分類調査費等補助金，
特定賃貸住宅建設融資利子補給補助 等

６,４６０億円程度国土交通省

環境監視調査等補助金，鳥獣等保護事業費補助金，
廃棄物処理施設整備費補助 等

５３０億円程度環 境 省

地域自主戦略交付金廃止２８,３８０億円程度合　　計

※うち，１７,７００億円は税源移譲につながる分，４,７００億円はスリム化による分，６,０００億円は交付金化に
よる分である。国庫補助負担金の純ベー削減額は合計額２８,３８０億円からスリム分４,７００億円を差し引
いた２３,６８０億円（約２.４兆円）となる。

出所：総務省（２００６）『地方財政白書（平成１８年度版）』「資料３　三位一体改革について」より引用
（一部筆者追加）。



ることで３.６兆円，道路特定財源を見直しすることで１.４兆円廃止するというものである。

２００４年１１月には，三位一体改革に関して政府・与党が合意した。具体的には，住民税の

フラット化で３兆円の税源移譲とこれにともなう国庫補助負担金改革を２.４兆円とした。た

だし６,０００億円分の国庫補助負担金改革が未定とされた。表２は，国庫補助負担金改革の概

要をまとめたものだ。省庁別に見ると，厚生労働省（約９,３４０億円），文部科学省（約８,７３０

億円），国土交通省（約６,４６０億円）が多くなっている。厚生労働省所管の補助金としては，

国民健康保険国庫負担（約６,９００億円），文部科学省所管の補助金としては，義務教育費国

庫負担金（約８,５００億円）と国が関与すべき割合が高く設定されてきた義務的な補助金が税

源移譲の対象となったことがわかる�。

２００５年７月には，知事会が１兆円（９,９７０億円）の補助金改革案を決定している。これ

は，未定の６,０００億円分に対してリストを提示したものであった。１
　

 兆円（９,９７０億円）の

中身は大きく４つに分類される�。１
　

 つめは，「地方財政法第１６条関係の国庫補助金」であ

り，金額は１,６２０億円程度である。これは，「地方公共団体の事務として同化・定着，定型

化し，引き続き地方が実施する必要があると思われるもので，国庫補助金の廃止後におい

ても税源移譲により財源の確保が必要となるもの」としている。２
　

 つめは，「地方財政法

第１０条関係の経常的な国庫負担金」であり，金額は２,５８０億円程度である。これは，「地方

公共団体の事務として義務的に行われているもので，廃止して税源移譲することにより，

地方の裁量度を高め自主性を拡大することにつながるもの」としている。３
　

 つめは，「経

常的な国庫補助負担金のうち交付金化されたもの」であり，金額は５７０億円程度である。

いまひとつは，「普遍的・経常的に行われる施設整備に関する国庫補助負担金（交付金化

されたものを含む）」であり，金額は５,２００億円程度である。これは，「施設整備の必要性や

規模，時期及びその後の改修・補修の更新を地方の判断で計画的に整備することが効率的

で，廃止して税源移譲することにより，地方の裁量度を高め自主性を拡大することにつな

がるもの」としている。

２００５年１１月には，税源移譲の対象となる追加の補助金改革として６,５４０億円分が政府・与

党間で合意された。このような経緯を経て，３兆９４億円の税源移譲（２００６年度は所得譲与

税，２００７年度に所得税から個人住民税へ税源移譲）がおこなわれ，国庫支出金が４兆６,６６１
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�　厚生労働省所轄分については総務省（２００６）『地方財政白書（平成１８年度版）』「資料３　三位

一体改革について」を参照した。

�　以下の記述は，全国知事会『国庫補助負担金等に関する改革案�』（２００５年７月１９日）４ペー

ジから引用した。



億円削減されるという三位一体改革が実施されることになった�。

その後，リーマンショックを経て，２００９年９月に民主党への政権交代がおこなわれた。

民主党の補助金改革の特徴は，ひもつき補助金を廃止し，一括交付金化をはかるというも

のであった。民主党の「マニフェスト２００９」では，庁費等，委託費，施設費，補助金を効

率化させることで合計６.１兆円が削減されるとしている�。一括交付金化については，「マニ

フェスト２００９」には「国から地方への「ひもつき補助金」を廃止し，基本的に地方が自由

に使える「一括交付金」として交付する。義務教育・社会保障の必要額は確保する。」「「一

括交付金」化により，効率的に財源を活用できるようになるとともに補助金申請が不要に

なるため，補助金に関わる経費と人件費を削減する。」と記載されている�。

この民主党のマニフェストの一部を実現したものが，２０１１年度予算で創設された地域自

主戦略交付金である。これは，地方の投資的事業の補助金に関して内閣府の予算とするこ

とで，各省庁の事前関与を廃止し，地方の裁量的選択を拡大するものだ�。

２０１３年１月には，安倍内閣で閣議決定された「日本経済再生に向けた緊急経済対策」を

踏まえて，２０１３年度予算から地域自主戦略交付金は廃止され，内閣府予算への一括交付金

から各省庁への交付金に戻された。

図１は，以上のような補助金改革の期間における地方財政計画上の国庫支出金，地方交

付税，地方税の推移を描いたものである。この図によると，２００４年度から２００６年度にかけ

て国庫支出金は１２兆１,２３８億円から１０兆１,７３９億円へと１兆９,２２３億円減少している。三位一

体改革の完了年（２００７年度）まで国庫支出金は減少傾向にあり，２００４年度から２００７年度に

かけて１兆９,４９９億円減少している。

一方，国庫支出金の削減と引き替えに，地方税には２００６年度から２００８年度にかけては増

加傾向が見られる。２００２年１月から２００７年１０月１日の期間は，戦後最長期間の景気回復期

にもあたるため，税源移譲の効果と相まって，地方税は２００２年度から２００７年度にかけて６

兆１,１６５億円増加している。ところが，２００９年度以降は地方税は大幅な減少に転じている。

これは，２００８年９月におきたリーマンショックに伴う景気後退の影響によるものだ。２００８

年度から２００９年度にかけて地方税収は４兆２,８４３億円の減少している。２００８年度から２０１０年

度にかけては，７
　

 兆９,６０７億円の減少となっている。
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�　地方交付税は臨時財政対策債を含めて５兆１,０００億円が抑制されることになった。

�　民主党「マニフェスト２００９」４ページ参照。

�　民主党「マニフェスト２００９」１９ページ，第２７項引用。

�　内閣府予算に５,２３０億円が計上されている。内訳は地域自主戦略交付金が４,７９９億円，沖縄振興

自主戦略交付金３２１億円となっている。



地方交付税については，小泉政権下の２００３年に地方交付税の大幅な削減（１.２兆円）を内

容とする２００４年度の地方財政計画が発表された。図１をみると，２００３年度から２００４年度に

地方交付税は１兆１,８３２億円減少し，２００３年度から２００６年度にかけては，２兆１,６２０億円減

少している。２００３年度から２００７年度についてみると，地方交付税は２兆８,６６６億円減少している。

小泉政権と第１次安倍政権下で進められた地方交付税の削減は２００８年度より増加に転じ

ている。２００８年度は「安定的な財政運営に必要な一般財源総額の増額確保」ということで

地方交付税が２,０３４億円増加している�。２００９年は，民主党を中心とした政権に交代した年

である。２００９年度は「生活防衛のための緊急対策」によって地方交付税を１兆円増額して

いる�。これは２００８年９月に起こったリーマンショックへの対応である。２０１０年度は「円

高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」の一環として１兆３,７３３億円増額している�。

２０１１年度は８０億円の減少とほぼ横ばいである。しかし２０１１年におきた東日本大震災への対

応と雇用対策として地方交付税が増額されている。
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�　総務省『平成２０年度地方財政計画の概要』，２
　

 ページより引用。

�　総務省『平成２１年度地方財政計画の概要』，１
　

 ページによると，「既定の加算とは「別枠」で地

方交付税を１兆円増額」とあり，「増額分の地方交付税は，「雇用創出」や「地域の元気回復」の

財源」とされている。 

�　「地域活性化・雇用等臨時特例費」（９,８５０億円）が創設されている。

出所：総務省『地方財政計画関係資料』各年度版より作成。

図１　国庫支出金，地方交付税，地方税の推移（地方財政計画）



３.　夕張市における補助金改革の影響

この節では，近年の補助金改革の影響を夕張市のデータをみることで検証する。

３.１　データ

本稿で使用した夕張市の補助金データの概要は，表３のようにまとめられる。表には，

一般会計で受け取った補助金額のデータが，款，項，目，節，細節の各分類にしたがって

掲載されている。分析対象とした期間は，２００１年度から２０１２年度までである。この期間に

は，

①夕張市の財政破綻の年（２００６年度），②三位一体改革前後（２００３年度と２００７年度）

③民主党への政権交代（２００９年度）が含まれている�。
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�　ただし，政権交代による予算が本格的に反映されるのは２０１０年度からとなる。民主党政権（鳩

山内閣）は２００９年９月発足である。鳩山内閣は，前政権（麻生内閣）で組まれた第１次補正予算

を組み替えることによって第２次補正予算を組んでいる。すなわち，既定経費を７兆３,４４１億円を

減額し，「明日の安心と成長のための緊急経済対策費」として７兆２,０１３億円，「その他の経費」と

して２,２７４億円を計上している。「明日の安心と成長のための緊急経済対策費」は内容別に，雇用

が６,１４０億円，環境が７,７６８億円，景気が１兆５,７４２億円，生活の安心確保が７,８４９億円，地方支援が

３兆４,５１５億円となっている。

�　大阪府ウェブページ「公金支出情報サイト」http://www.pref.osaka.lg.jp/kokin/expinfo/ 

index.php?list=２（閲覧日：２０１４年１１月２９日）及び，岐阜県ウェブページ「歳出予算の節につい

て」http://www.pref.gifu.lg.jp/kensei-unei/nyusatsu-kokin/kokin-shishutsu-joho/setsu-

saisetsu.html（閲覧日：２０１４年１１月２９日）を参照した。

表３　夕張市補助金データの概要

概　　　　要名称

一般会計会計

国庫支出金と道支出金款

委託金，交付金，負担金，補助金に分類項

総務費委託金，民生費交付金など，項を目的別に分類目

国民年金事務委託金，公有林交付金など，項を性質別に分類節

児童手当事務委託金，有害鳥獣捕獲許可事務取扱交付金など，節を分類細節

備考１．予算（歳出）は，執行を便宜にし，効率的な経費消化を目的とするために
科目が設定されている。予算科目は「款（かん）」に分けられる。款はさら
に「項」に分けられ，項は「目」と「節」に分けられる。款，項，目は目的
別に分けられているが，目は性質別に分けられている。款，項，目は法令上
で定められているが，細節は都道府県が独自に設定している�。



３.２　補助金の推移

図２は，国庫支出金と道支出金の推移を描いたものである。国庫支出金はピーク時であ

る２００２年度には１７億２,０００万円であったが，三位一体改革期間中（２００６年度）を経て２００７年

度に７億９００万円まで減少している。２００８年度には微増し，２００９年度に１６億１,１００億円に急

増している。２０１０年度からは微減し，２０１２年度には１１億２,３００万円にまで減少している。ま

た，夕張市の受け取ってきた補助金のほとんどが国庫支出金であることが読み取れる。

道支出金は２００１年度の３億８,０００万円から２００６年度２億４,８００万円にまで低位で減少傾向

にあった。２００７年度から２０１０年度に３億４,６００万円から２０１０年度に５億５,４００万円まで拡大

している。これは夕張市の財政破綻に伴う支援体制の強化によるものと考えられる�。２０１１

年度から２０１２年度にかけて５億５,１００万円から５億１００万円にまで微減している。
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�　夕張市の「財政再建計画の平成２０年度実施状況」によると，北海道からの支援として，「医療

給付事業，バス運行事業，除雪事業への事業支援や補助金，交付金等の優先採択による財政支援

を受けた。」とある。例えば，２００８年度には，スクールバス運営費補助金（１９３万２,７８０円）という

道支出金を受け取っている。

出所：夕張市資料より作成。

図２　国庫支出金と道支出金の推移



図３は，補助金，負担金，交付金，委託金という項目別の分類で見た補助金額の推移を

示したものである�。補助金には，「生活保護費補助金」や「公営住宅建設費等補助」など

が存在し，奨励的なものが多い。負担金には，「生活保護費負担金」のように義務的な補

助金が含まれている。交付金は，「国有資産所在市町村交付金」のように義務的な補助金

と，独立行政法人を対象とした交付金が多く，「独立行政法人国民生活センター運営交付

金」のように助成的な補助金が含まれている。交付金は国が全額負担または一部を負担す

ることになっている。委託金は，「国民年金事務委託金」のように国の事務を地方団体に

委託する場合の費用をみるものだ。したがって，奨励的な補助金の多くは，項目別の分類

での「補助金」に含まれていると考えられる。

図３によると，補助金は２００１年度から２００２年度に大きく増加（３億８,８００万円の増加）し

ているが，２００３年度以降は２００７年度までの三位一体改革期に継続的に減少している。その

削減額は７億円である。２００８年度は微増であるが，２００９年度に急増している。その増加額

は８億１,５００万円である。三位一体改革期において削減した額よりもこの増加額は多い。そ

の後，２０１０年度から２０１２年度まで補助金は削減されているが，２０１２年度において５億２,０００
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�　加藤・田頭（１９９６），９
　

 ページから１０ページより引用。

出所：夕張市資料より作成。

図３　項名称別の金額の推移



万円存在し，国庫支出金の３２％のシェアと大きな位置を占めている。

負担金は国庫支出金の中で最も高いシェアを占めている。２００９年度の４６％を除くと，期

間中は５０％を超えるシェアとなっている。特に２００６年度と２００７年度は８５.４％と８３.８％と高

いシェアとなっている。しかし，金額ベースとなると，２００１年度から２００７年度までは下が

り続けている。やはり改革期間中は金額では削減されていることがわかる。２００８年度からは

２０１０年度を除いて２０１２年度まで微増し，２０１２年度は２００４年度とほぼ同じ水準になっている。

交付金は２００２年度に３億４,６００万円の減額となっていて，その減額規模は大きい。シェア

でみると，２００１年度の２２.１％から２００２年度に４.３％へ下がるほどである。２００３年度も削減額

が５,７００万円と多い。これによって交付金のシェアは２％を前後する数値で２００６年度まで推

移している。しかし財政破綻が明らかになった次年度である２００７年度から２００９年度まで増

加し，２００９年度には２００２年度と同程度までになっている。その後２０１０年度から２０１２年度に

まで微減しており，２００２年度では３,７００万円（シェア２.３％）となっている。

委託金は，対象としている期間中，金額が少額であることからシェアが低い。期間中に

シェアで３％を超えたのは２００７年度のみであり，その他の年次では１％弱から２％強で推

移している。２００２年度から２００９年度までは，ほぼ同額の金額で増減をくり返している。

２０１０年度と２０１１年度は連続で微増しているが，２０１２年度は微減となっている。
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出所：夕張市資料より作成。

図４　項名称別の件数の推移



図４は補助金，負担金，交付金，委託金という項名称別の分類で見た補助金項目数の推

移を示したものである。表４は，補助金項名称１件あたりの金額の推移を示したものであ

る。図４と表４によると，補助金は項目数が２００１年度から２００２年度に６３件から６７件に増加

し，１件あたり金額では６.３万円から１１.７万円に増加している。項目数の増加のわりに１件

あたり金額の増加が多い。図３によると，２００１年度から２００２年度にかけて補助金の額は微

増にとどまっている。しかし項目数１件あたりの金額が大きく増加していることから，補

助金はこの間，全体のボリュームを大きくさせたものと考えられる。次に三位一体改革期

間にあたる２００３年度から２００７年度にかけて，項目数は５２件から２１件にかなり減少させ，な

お１件あたり金額で６.５万円から２.６万円に減少させている。このことから補助金そのもの

を大きく削減し，中身を絞った補助金を配分しているものと考えられる。財政破綻後にあ

たる２００８年度以降に補助金は項目数と１件あたり金額で大きく上昇している。項目数では

２０１０年度の５２件がピーク（１件あたり金額は１４.６万円）であるが，１件あたり金額では２００９

年度の２４.２件がピーク（項目数は４０件）となっている。財政破綻後は景気対策も重なって

補助金が手厚く配分されているものと考えられる。なお，２０１１年度と２０１２年度は項目数で

４３件と横ばいであり，１件あたり金額は１５.１万円と１２.１万円とこれもほぼ横ばいとなって

いる。

負担金は２００１年度から２００４年度まで微減していたが，２００５年度から２００６年度にかけて微

増し，２００６年度では２００１年度と同水準（３９件）になっている。しかしながら１件あたり金

額では２００１年度から２００６年度にかけて２８.２万円から２３.２万円に減少している。この間，負

担金は総額で１億１,０９９万円から９,０７０万円に減少していることから，１件あたり金額を抑

えることで総額を下げているものと考えられる。負担金の項目数は２００７年度に３１件にひと

たび下がっていることから１件あたり金額が２８.５万円に上昇している。その後の２００８年度

から２０１１年度にかけて同数（４件）の増減をくり返しながら１件あたり金額は２５.５万円か

ら３３.１万円に増加している。２０１１年度と２０１２年度は連続して項目数は減少し，２０１２年度は

項目数で２７件で１件あたり金額は３８.０万円となっている。２００１年度から２０１２年度にかけて

第１３巻　第１号

─　　（　　）─5454

 表４　項名称１件あたり金額の推移 （単位：百万円）

２０１２年度２０１１年度２０１０年度２００９年度２００８年度２００７年度２００６年度２００５年度２００４年度２００３年度２００２年度２００１年度

２.９２.８３.０２.９１.８３.５１.１３.０２.１２.６１.２２.２委託金

２.３２.４３.２４.３２.９２.５１.５１.７１.６１.６４.２１６.６交付金

３８.０３３.１２５.９２９.８２５.５２８.５２３.３２６.０３０.０２９.０２９.６２８.２負担金

１２.１１５.１１４.６２４.２５.５４.１２.６４.２５.２６.５１１.７６.３補助金

出所：夕張市資料より作成。



負担金は的を絞って手厚くされているものと考えられる。

交付金は，２００１年度から２００４年度にかけて項目数が減少し続け，２６件から１５件にまで下

がっている。１件あたり金額は２００１年度が１６.６万円と多額であったが，２００２年度に４.２万円

に急減している。２００２年度以降も１件あたり金額は下がり続けて，２００４年度時点では１件

あたり金額は１.６万円にまで下がっている。しかし項目数は２００５年度から２００７年度に増加

し，２００５年度に１６件だったものが２００７年度に２１件となっている。また１件あたり金額も上

昇し，２００５年度に１.７万円だったものが２００７年度に２.５万円に増加している。２００８年度から

２０１０年度にかけて項目数は減少傾向にあり１９件から１６件に微減している。同期間に１件あ

たり金額は２.９万円から３.２万円に微増している。２０１１年度と２０１２年度は項目数と１件あた

り金額はほぼ横ばいで推移している（項目数は１７件から１６件，１件あたり金額は２.４万円か

ら２.３万円）。

委託金は，２００１年度から２００８年度にかけてそれほど大きな変化が起きていない。項目数

が８件（２００６年度）から１２件（２００３年度）の間で推移している。１件あたり金額は１.２万円

（２００２年度）から３.５万円（２００７年度）で推移している。しかし２００９年度から２０１１年度にま

で項目数が増加傾向にあり，２０１１年度では１７件にまで増加している。１件あたり金額は概

ね３万円で推移している。２０１２年度には項目数が１４件に下がっているが，１件あたり金額

は２.９万円とほぼ横ばいである。

３.３　補助金改革の影響

以下では，補助金改革の影響を２００１年度から２０１２年度の間に生じた３つの重要な出来事

を基準に分析することにしよう。具体的には

ケース１．三位一体改革前後（２００３年度と２００６年度）

ケース２．民主党政権前後（２００７年度と２０１０年度）

ケース３．夕張市の財政破綻前後（２００３年度と２０１０年度）

である。

ケース１は，三位一体改革の影響をみるために，２００３年度と２００６年度の補助金の変化を

みたものだ。三位一体改革のうち国庫補助金の削減は，前述したように２００５年度から２００６

年度にかけておこなわれている。２００３年度の補助金額は，三位一体改革が実施される前，

２００６年度の補助金額は三位一体改革により補助金が削減された後の状況を反映したものと

考えられる。

ケース２は，民主党への政権交代による政策変化の影響をみるために，２００７年度と２０１０

国庫支出金の構造変化について（鈴木・橋本）
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年度の補助金の変化をみたものだ。麻生政権から鳩山政権への移行は，２００９年９月である。

２００９年度予算は麻生政権と鳩山政権の政策が混在して反映されていることから，政権交代

による政策の影響をみるためには，２００７年度と２０１０年度を比較することにした。

ケース３は，夕張市の財政破綻の影響をみるために，２００３年度と２０１０年度の補助金の変

化をみたものだ。夕張市は２００７年に財政再建団体となった。財政破綻の影響をみるために

は，財政破綻の要因を加えて探る必要があると考えて，財政破綻の影響をみるためには，

２００３年度と２０１０年度を比較することにした。

以下では，ケース１からケース３について道支出金を含めた国庫支出金の中で，シェア

が高い負担金と補助金を対象として政策変化の影響をみることにする。

負担金を分析するに際しては，表５に示したように，①保険基盤安定，②子ども関連，

③障害者関連，④生活保護関連，⑤老年者関連，⑥その他に分類した。ここで①の保険基

盤安定に関する負担金には，国庫支出金と道支出金からの保険基盤安定がある。②の子ど

も関連に関する負担金には，例えば，児童福祉負担金，被用者児童手当といったものがあ

る。③の障害者関連に関する負担金には，例えば，障害者介護給付費等負担金，障害者自

立支援医療費負担金といったものがある。④の生活保護関連に関する負担金には，生活保

護費負担金の現年度分と過年度分を振り分けた。⑤の老年者関連には，老人保健事業費負

担金を振り分けた。⑥のその他には，助産費負担金，緊急消防援助隊活動費負担金などが

存在するが，いずれの年度においてすべての細節についてゼロであった�。

表６は，負担金について分析したものだ。ケース１の三位一体改革前後（２００３年度と

２００６年度）の比較では，負担金総額が１億３,６５１万円（１３％）減少している。子ども関連は

２,３８６万円（１５％）減少している。障害者関連では，２００６年に施行された障害者自立支援法

による障害者介護給付費，障害者自立支援医療費負担金，障害者自立支援給付費負担金が

追加的に増加している�。その合計額は９,７７８万円となっている。生活保護関連では，１
　

 億

６６３万円減少している。その内訳を見ると国庫支出金が９,４８９万円減少し，道支出金が１,１７４

万円減少している。２００３年度の生活保護関連の道支出金は，生活保護費負担金現年度分

４,２６５万円のみであるが，２００６年度は生活保護費負担金現年度分が３,０４８万円に引き下がり，

生活保護費負担金過年度分で４３万円が追加されているが総額は減少している。
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�　各節がどのように分類されているかの詳細については，表５を参照されたい。

�　障害者自立支援法は２０１２年に野田内閣によって廃止され，現在は内容が一部変更されて障害者

総合支援法となっている。
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表
５

　
負

担
金

の
分
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２０
１０

年
度

２０
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年
度

２０
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年
度
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年
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（
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）
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金
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金
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）
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支
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金
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（

円
）

細
節

支
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別

６
,３
０８

,４
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国
民

健
康

保
険

基
盤

安
定

国
庫

支
出

金
８

,６
７０

,１
８７

保
険

基
盤

安
定

国
庫

支
出

金
１１

,８
５０

,６
９２

保
険

基
盤

安
定

国
庫

支
出

金
４７

,０
９５

,１
３６

保
険

基
盤

安
定

国
庫

支
出

金

保
険

基
盤

安
定

４３
,３
１６

,０
００

国
民

健
康

保
険

基
盤

安
定

道
支

出
金

５８
,４
４５

,２
５３

保
険

基
盤

安
定

道
支

出
金

６２
,８
０７

,１
９９

保
険

基
盤

安
定

道
支

出
金

２３
,５
４７

,５
６８

保
険

基
盤

安
定

道
出
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金

３１
,３
３３

,０
０２

後
期
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齢

者
医

療
保

険
基

盤
安

定
道
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金

６３
,１
１４

,７
１５

児
童
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祉

費
負

担
金

国
庫

支
出

金
５９

,９
２５

,１
６５

児
童

福
祉

費
負

担
金

国
庫

支
出

金
６０

,７
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１５

児
童
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祉
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負

担
金

国
庫

支
出

金
１４

２
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２９

３
歳

児
健

康
診

査
事
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費

負
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金
国

庫
支
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金
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１
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国
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非
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２５

,３
３２

子
ど

も
手

当
負

担
金

国
庫

支
出

金
２６

,９
６２

,５
８２

児
童

福
祉

費
負

担
金

道
支

出
金

１８
,１
６６

,９
３０

児
童

扶
養

手
当

国
庫

支
出

金
３

,９
５１

,０
００

被
用

者
児

童
手

当
国

庫
支

出
金

３１
,５
５７

,３
５４

児
童

福
祉

費
負

担
金

道
支

出
金

９０
８

,０
００

被
用

者
児

童
手

当
道

支
出

金
３０

,３
５９

,６
０７

児
童

福
祉

費
負

担
金

道
支

出
金

４
,９
８３

,３
３３

被
用

者
就

学
前

特
例

給
付

国
庫

支
出

金

１３
１

,０
００

被
用

者
児

童
手

当
道

支
出

金
１

,４
３３

,３
３３

非
被

用
者

児
童

手
当

道
支

出
金

５４
８

,５
００

被
用

者
児

童
手

当
道

支
出

金
９３

,６
５３

幼
児

健
康

診
査

事
業

費
負

担
金

国
庫

支
出

金

２４
２

,３
３４

非
被

用
者

児
童

手
当

道
支

出
金

６
,１
５０

,０
００

被
用

者
小

学
校

修
了

前
特

例
給

付
道

支
出

金
１

,０
６３

,３
３３

非
被

用
者

児
童

手
当

道
支

出
金

１３
７

,３
４６

３
歳

児
健

康
診

査
事

業
費

負
担

金
道

支
出

金

１
,１
４３

,３
３３

被
用

者
小

学
校

修
了

前
特

例
給

付
道

支
出

金
４

,０
５５

,０
００

非
被

用
者

小
学

校
修

了
前

特
例

給
付

道
支

出
金

６
,６
１６

,６
６６

被
用

者
小

学
校

第
６

学
年

修
了

前
特

例
給

付
道

支
出

金
３２

,２
８３

,３
３３

児
童

福
祉

費
負

担
金

道
支

出
金

５５
３

,３
３３

非
被

用
者

小
学

校
修

了
前

特
例

給
付

道
支

出
金

３
,６
２０

,０
００

非
被

用
者

小
学

校
第

６
学

年
修

了
前

特
例

給
付

道
支

出
金

６２
６

,６
６６

非
被

用
者

児
童

手
当

道
支

出
金

９
,６
００

,９
９９

子
ど

も
手

当
負

担
金

道
支

出
金

８２
５

,８
３２

非
被

用
者

就
学

前
特

例
給

付
道

支
出

金

２１
９

,５
００

被
用

者
児

童
手

当
道

支
出

金

１
,２
４５

,８
３３

被
用

者
就

学
前

特
例

給
付

道
支

出
金

９３
,６
５３

幼
児

健
康

診
査

事
業

費
負

担
金

道
支

出
金

０
施

設
入

所
者

扶
助

国
庫

支
出

金
１

,０
３６

,７
４０

特
別

障
害

者
手

当
等

給
付

費
負

担
金

国
庫

支
出

金
３

,８
３４

,６
９７

補
装

具
給

付
国

庫
支

出
金

３
,６
０６

,７
９２

補
装

具
給

付
国

庫
支

出
金

障
害

者

１
,０
９０

,６
６５

特
別

障
害

者
手

当
等

給
付

費
負

担
金

国
庫

支
出

金
１２

３
,４
２７

,３
５４

障
害

者
介

護
給

付
費

負
担

金
（

知
的

・
身

体
）

国
庫

支
出

金
２６

,９
６６

,５
４１

施
設

入
所

者
扶

助
国

庫
支

出
金

４８
,６
３５

,２
３７

施
設

入
所

者
扶

助
国

庫
支

出
金

１５
６

,６
００

,４
４０

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
知

的
・

身
体

）
国

庫
支

出
金

１
,０
００

,０
００

障
害

者
介

護
給

付
費

負
担

金
（

補
装

具
）

国
庫

支
出

金
２９

８
,６
９７

更
生

医
療

給
付

国
庫

支
出

金
６

,９
０１

,４
２１

更
生

医
療

給
付

国
庫

支
出

金

２
,７
２９

,５
８２

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
補

装
具

）
国

庫
支

出
金

４８
４

,４
９６

障
害

者
介

護
給

付
費

負
担

金
（

療
養

介
護

医
療

費
）

国
庫

支
出

金
３６

１
,１
５５

身
体

障
害

児
補

装
具

給
付

国
庫

支
出

金
３２

９
,０
４３

身
体

障
害

児
補

装
具

給
付

国
庫

支
出

金

４９
５

,３
９６

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
療

養
介

護
医

療
費

）
国

庫
支

出
金

２
,１
１７

,５
８６

障
害

者
自

立
支

援
医

療
費

負
担

金
国

庫
支

出
金

１
,１
８３

,２
４５

特
別

障
害

者
手

当
等

給
付

費
負

担
金

国
庫

支
出

金
２

,３
３４

,７
６５

特
別

障
害

者
手

当
等

給
付

費
負

担
金

国
庫

支
出

金
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障
害

者

１３
,８
８６

障
害

者
自

立
支

援
医

療
費

負
担

金
（

知
的

・
身

体
）

過
年

度
分

国
庫

支
出

金
０

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
精

神
）

国
庫

支
出

金
４４

,６
５０

,９
７１

施
設

入
所

者
扶

助
国

庫
支

出
金

８３
,１
５４

,１
４２

施
設

入
所

者
扶

助
国

庫
支

出
金

１３
,５
５０

,５
０８

障
害

者
自

立
支

援
医

療
費

負
担

金
国

庫
支

出
金

６１
,８
２５

,０
００

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
知

的
・

身
体

）
道

支
出

金
６２

,９
７０

,１
８５

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
知

的
・

身
体

）
国

庫
支

出
金

１０
,５
０６

,０
００

通
勤

寮
等

扶
助

国
庫

支
出

金

７８
,３
００

,２
２０

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
知

的
・

身
体

）
道

支
出

金
７８

３
,０
００

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
補

装
具

）
道

支
出

金
６９

０
,４
２１

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
補

装
具

）
国

庫
支

出
金

４３
０

,７
１０

日
常

生
活

用
具

費
道

支
出

金

１
,３
６４

,７
９１

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
補

装
具

）
道

支
出

金
２４

２
,２
５０

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
療

養
介

護
医

療
）

道
支

出
金

２０
２

,３
０４

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
療

養
介

護
医

療
費

）
国

庫
支

出
金

２４
７

,６
９８

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
療

養
介

護
医

療
費

）
道

支
出

金
１

,０
０４

,９
８１

障
害

者
自

立
支

援
医

療
費

負
担

金
道

支
出

金
１

,５
６８

,６
５１

障
害

者
自

立
支

援
医

療
費

負
担

金
国

庫
支

出
金

６０
３

,８
６４

障
害

者
自

立
支

援
医

療
費

負
担

金
過

年
度

分
（

知
的

・
身

体
）

道
支

出
金

０
障

害
者

介
護

給
付

費
等

負
担

金
（

精
神

）
道

支
出

金
４０

,０
００

障
害

者
自

立
支

援
医

療
費

負
担

金
国

庫
支

出
金

６
,７
７５

,５
００

障
害

者
自

立
支

援
医

療
費

負
担

金
道

支
出

金
０

日
常

生
活

用
具

給
付

道
支

出
金

５１
２

,６
１７

障
害

者
自

立
支

援
医

療
費

負
担

金
過

年
度

分
道

支
出

金
３１

,４
８５

,０
９２

障
害

者
介

護
給

付
費

等
負

担
金

（
知

的
・

身
体

）
道

支
出

金

３４
５

,２
１０

障
害

者
介

護
給

付
費

負
担

金
（

補
装

具
）

道
支

出
金

１０
１

,１
５２

障
害

者
介

護
給

付
費

負
担

金
（

療
養

介
護

医
療

）
道

支
出

金

３５
４

,３
３８

障
害

者
自

立
支

援
医

療
費

負
担

金
道

支
出

金

２０
,０
００

障
害

者
自

立
支

援
給

付
費

負
担

金
道

支
出

金

３４
４

,６
０８

,０
００

生
活

保
護

費
負

担
金

国
庫

支
出

金
４５

７
,１
７６

,０
００

生
活

保
護

費
負

担
金

国
庫

支
出

金
４８

４
,５
００

,０
００

生
活

保
護

費
負

担
金

国
庫

支
出

金
５７

９
,１
５２

,０
００

生
活

保
護

費
負

担
金

国
庫

支
出

金

生
活

保
護

２５
２

,４
２９

生
活

保
護

費
負

担
金

（
過

年
度

分
）

国
庫

支
出

金
３０

,１
０２

,０
００

生
活

保
護

費
負

担
金

現
年

度
分

道
支

出
金

７７
３

,３
５８

生
活

保
護

費
負

担
金

（
過

年
度

分
）

国
庫

支
出

金
１

,０
１０

,８
０８

生
活

保
護

費
負

担
金

（
過

年
度

分
）

国
庫

支
出

金

２４
,９
５５

,０
００

生
活

保
護

費
負

担
金

現
年

度
分

道
支

出
金

１０
４

,８
２１

生
活

保
護

費
負

担
金

過
年

度
分

道
支

出
金

３０
,４
８４

,０
００

生
活

保
護

費
負

担
金

現
年

度
分

道
支

出
金

４２
,６
５１

,０
００

生
活

保
護

費
負

担
金

現
年

度
分

道
支

出
金

４２
７

,９
６４

生
活

保
護

費
負

担
金

過
年

度
分

道
支

出
金

１
,５
０５

,１
６７

老
人

保
健

事
業

費
負

担
金

国
庫

支
出

金
１

,９
６４

,７
９５

老
人

保
健

事
業

費
負

担
金

国
庫

支
出

金
２

,０
０２

,２
３３

老
人

保
健

事
業

費
負

担
金

国
庫

支
出

金

老
年

者

１
,１
９８

,８
０９

老
人

保
健

事
業

費
負

担
金

道
支

出
金

１
,９
３４

,７
２１

老
人

保
健

事
業

費
負

担
金

道
支

出
金

２７
,０
５０

,６
９１

老
人

福
祉

費
負

担
金

国
庫

支
出

金

１
,８
８８

,４
４５

老
人

福
祉

費
負

担
金

（
過

年
度

分
）

国
庫

支
出

金

２
,１
７０

,９
１４

老
人

保
健

事
業

費
負

担
金

道
支

出
金

０
助

産
費

負
担

金
国

庫
支

出
金

０
助

産
費

負
担

金
国

庫
支

出
金

０
行

旅
病

死
人

負
担

金
道

支
出

金

そ
の

他
０

緊
急

消
防

援
助

隊
活

動
費

負
担

金
国

庫
支

出
金

０
助

産
費

負
担

金
道

支
出

金

０
助

産
費

負
担

金
道

支
出

金

出
所

：
夕

張
市

資
料

よ
り

作
成

。



ケース２の民主党への政権交替前後（２００７年度と２０１０年度）では，総額が２,１９２万円増加

している。子ども関連は５,７９９万円増加している。これは，民主党政策の子ども手当負担金

が国庫支出金で６,９８３万円，道支出金で９６０万円が新規に追加されていることが大きな要因

である�。障害者関連は８,７２２万円増加し，生活保護関連は１億１,７５６万円減少している。

ケース３の夕張市の財政破綻前後（２００３年度と２０１０年度）では，総額が１億３,７９９万円

（１３％）減少している。これは生活保護関連の中でも特に生活保護負担金が２億３,４５４万円

減少したことが大きな要因である�。一方で増加している項目が存在し，障害者関連は１

億６３９万円，子ども関連は３,１４２万円増加している。障害者関連ではやはり２００６年に施行さ

れた障害者自立支援法による障害者介護給付費，障害者自立支援医療費負担金，障害者自

立支援給付費負担金が追加的に増加していることが大きな要因である。子ども関連が増加

している理由は，子ども関連において大きなシェアをもつ児童扶養手当（国庫支出金）が

３,２５６万円減少しているが，子ども手当負担金が国庫支出金と道支出金の合計で７,９４３万円

追加されていることによる。

次に，補助金に関して分類をおこなったものが表７，表８である。これらの表では，補

助金を①衛生関連，②子ども関連，③障害者関連，④生活保護関連，⑤老年者関連，⑥雇

用，⑦地域振興，⑧農業，⑨道路，⑩経済対策，⑪その他に分類した。
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�　被用者児童手当，非被用者児童手当，被用者小学校修了前特例給付，非被用者小学校修了前特

例給付，児童扶養手当などは数百万円程度で減少している。

�　この他，生活保護費負担金過年度分が７６万円，生活保護費負担金現年度分が１,７７０万円減少して

いる。

 表６　負担金の内訳の比較 （単位：万円）

２０１０年２００７年２００６年２００３年

シェア金額シェア金額シェア金額シェア金額

８.９％８,０９６７.６％６,７１２８.２％７,４６６６.８％７,０６４保険基盤安定

２１.３％１９,２５５１５.２％１３,４５６１５.１％１３,７２７１５.４％１６,１１３子 ど も 関 連

２９.０％２６,２２９２１.７％１９,１９３１９.３％１７,５０７１４.９％１５,５９０障 害 者 関 連

４０.８％３６,９８２５５.２％４８,７３８５６.９％５１,６１９５９.７％６２,２８１生活保護関連

０.０％００.３％２７００.４％３９０３.２％３,３１１老 年 者 関 連

０.０％００.０％００.０％００.０％０そ の 他

１００.０％９０,５６１１００.０％８８,３６９１００.０％９０,７０９１００.０％１０４,３６０合　　計

出所：夕張市資料より作成。
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表
７

　
補

助
金

の
分

類
�

２０
１０

年
度

２０
０７

年
度

２０
０６

年
度

２０
０３

年
度

分
　

類
金

額
（

円
）

細
節

金
額

（
円

）
細

節
金

額
（

円
）

細
節

金
額

（
円

）
細

節

５４
１

,０
００

女
性

特
有

の
が

ん
健

診
推

進
事

業
費

補
助

金
国

庫
支

出
金

６
,２
００

,０
００

し
尿

処
理

場
施

設
改

修
費

補
助

金
道

支
出

金
２

,１
３２

,０
００

在
宅

当
番

医
制

運
営

費
補

助
金

道
支

出
金

衛
生

２７
,４
８９

,０
００

二
酸

化
炭

素
排

出
抑

制
対

策
事

業
費

等
補

助
金

道
支

出
金

１
,６
７０

,６
５９

在
宅

福
祉

事
業

費
補

助
金

道
支

出
金

１
,４
５４

,０
００

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
ワ

ク
チ

ン
接

種
費

用
負

担
軽

減
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金

３１
７

,０
００

疾
病

予
防

対
策

事
業

費
等

補
助

金
道

支
出

金

１０
２

,０
００

子
宮

頸
が

ん
等

ワ
ク

チ
ン

接
種

緊
急

促
進

臨
時

特
例

交
付

金
道

支
出

金

１２
１

,１
２４

,０
００

清
水

沢
中

学
校

校
舎

改
修

費
補

助
国

庫
支

出
金

３
,０
４０

,０
００

ス
ク

ー
ル

バ
ス

購
入

費
補

助
金

国
庫

支
出

金
１７

０
,０
００

小
学

校
理

振
法

設
備

整
備

国
庫

支
出

金
１

,３
６３

,０
００

準
要

保
護

児
童

生
徒

給
食

国
庫

支
出

金

子
ど

も

４
,９
２７

,０
００

児
童

生
徒

通
学

費
補

助
金

国
庫

支
出

金
９６

,０
００

要
保

護
児

童
生

徒
修

学
旅

行
国

庫
支

出
金

１７
０

,０
００

中
学

校
理

振
法

設
備

整
備

国
庫

支
出

金
１

,０
４８

,０
００

準
要

保
護

児
童

生
徒

学
用

品
購

入
国

庫
支

出
金

３
,７
０６

,０
００

子
ど

も
手

当
準

備
事

業
費

補
助

金
国

庫
支

出
金

５
,０
００

幼
稚

園
就

園
奨

励
費

補
助

金
国

庫
支

出
金

１２
５

,０
００

要
保

護
児

童
生

徒
修

学
旅

行
国

庫
支

出
金

６２
４

,０
００

要
，

準
要

保
護

児
童

生
徒

修
学

旅
行

国
庫

支
出

金

６５
,０
００

要
保

護
児

童
生

徒
修

学
旅

行
国

庫
支

出
金

５
,４
６６

,４
１４

乳
幼

児
医

療
費

補
助

金
道

支
出

金
３

,１
４５

,０
００

乳
幼

児
医

療
費

補
助

金
道

支
出

金
４２

７
,０
００

中
学

校
理

振
法

設
備

整
備

国
庫

支
出

金

３
,５
２１

,６
７８

乳
幼

児
医

療
費

補
助

金
道

支
出

金
２

,１
４９

,０
００

放
課

後
児

童
対

策
事

業
費

補
助

道
支

出
金

１
,３
４８

,０
００

ひ
と

り
親

家
庭

等
医

療
費

補
助

金
道

支
出

金
４０

０
,０
００

小
学

校
理

振
法

設
備

整
備

国
庫

支
出

金

２
,３
４４

,４
１３

ひ
と

り
親

家
庭

等
医

療
費

補
助

金
道

支
出

金
３

,４
８４

,８
９８

ひ
と

り
親

家
庭

等
医

療
費

補
助

金
道

支
出

金
２

,２
４４

,０
００

放
課

後
児

童
対

策
事

業
費

補
助

道
支

出
金

１５
０

,０
００

準
要

保
護

児
童

生
徒

新
入

学
用

学
用

品
購

入
国

庫
支

出
金

１
,０
３７

,０
００

放
課

後
児

童
対

策
事

業
費

補
助

道
支

出
金

１
,６
１８

,０
００

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー
設

置
道

支
出

金
１３

６
,０
００

特
殊

教
育

設
備

整
備

国
庫

支
出

金

１８
３

,０
００

子
ど

も
発

達
支

援
事

業
専

門
支

援
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金
１８

,０
００

要
，

準
要

保
護

児
童

生
徒

医
療

国
庫

支
出

金

１４
,０
００

準
要

保
護

児
童

生
徒

校
外

活
動

国
庫

支
出

金

８０
９

,０
００

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー
設

置
国

庫
支

出
金

２
,３
１３

,０
００

放
課

後
児

童
対

策
事

業
費

補
助

道
支

出
金

２
,２
７９

,０
００

乳
幼

児
医

療
費

補
助

金
道

支
出

金

２
,２
４１

,０
００

母
子

家
庭

等
医

療
費

補
助

金
道

支
出

金

８０
９

,０
００

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー
設

置
道

支
出

金

０
母

子
通

園
セ

ン
タ

ー
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金
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１
,９
０２

,０
００

地
域

生
活

支
援

事
業

費
補

助
金

国
庫

支
出

金
２

,１
９３

,０
００

地
域

生
活

支
援

事
業

費
補

助
金

国
庫

支
出

金
９３

４
,７
５７

進
行

性
筋

萎
縮

症
者

扶
助

国
庫

支
出

金
２

,１
４４

,８
２９

進
行

性
筋

萎
縮

症
者

扶
助

国
庫

支
出

金

障
害

者
関

連

１０
９

,０
００

障
害

程
度

区
分

認
定

等
事

務
費

補
助

金
国

庫
支

出
金

１２
９

,０
００

障
害

程
度

区
分

認
定

等
事

務
費

補
助

金
国

庫
支

出
金

０
更

生
訓

練
給

付
国

庫
支

出
金

７８
１

,０
００

障
害

者
居

宅
支

援
事

業
費

補
助

国
庫

支
出

金

３３
,８
３７

,４
３４

重
度

心
身

障
害

者
医

療
費

補
助

金
道

支
出

金
４１

,７
８４

,３
３０

重
度

心
身

障
害

者
医

療
費

補
助

金
道

支
出

金
６４

,０
００

身
体

障
害

者
居

宅
支

援
費

補
助

金
国

庫
支

出
金

０
障

害
児

保
育

事
業

費
補

助
金

国
庫

支
出

金

７
,４
５６

,０
００

障
害

者
自

立
支

援
対

策
推

進
費

補
助

金
道

支
出

金
４

,７
０９

,０
００

障
害

者
自

立
支

援
対

策
推

進
費

補
助

金
道

支
出

金
１

,１
３２

,０
００

知
的

障
害

者
居

宅
支

援
費

補
助

金
国

庫
支

出
金

３７
,４
０６

,０
００

重
度

心
身

障
害

者
医

療
費

補
助

金
道

支
出

金

１
,４
０１

,０
００

地
域

生
活

支
援

事
業

費
補

助
金

道
支

出
金

９８
２

,０
００

地
域

生
活

支
援

事
業

費
補

助
金

道
支

出
金

７８
,０
００

障
害

児
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
費

補
助

金
国

庫
支

出
金

４
,３
０９

,３
１３

障
害

者
居

宅
支

援
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金

０
知

的
障

害
者

等
実

態
調

査
交

付
金

道
支

出
金

０
障

害
児

短
期

入
所

事
業

費
補

助
金

国
庫

支
出

金
１

,７
２６

,０
００

障
害

児
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金

０
障

害
児

居
宅

介
護

事
業

費
補

助
金

国
庫

支
出

金
１２

５
,６
５２

障
害

児
短

期
入

所
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金

１２
７

,０
００

障
害

者
自

立
支

援
事

業
費

等
補

助
金

国
庫

支
出

金
７０

,０
９５

精
神

障
害

者
通

所
交

通
費

補
助

道
支

出
金

１
,０
００

,０
００

障
害

者
保

健
福

祉
推

進
事

業
等

補
助

金
国

庫
支

出
金

０
障

害
児

保
育

事
業

費
補

助
金

道
支

出
金

１
,０
５０

,０
００

地
域

生
活

支
援

事
業

費
等

補
助

金
国

庫
支

出
金

０
障

害
児

保
育

特
別

対
策

事
業

費
補

助
金

道
支

出
金

９９
３

,０
００

知
的

障
害

者
通

勤
寮

支
援

等
補

助
金

国
庫

支
出

金
０

日
常

生
活

用
具

費
給

付
等

事
業

費
補

助
金

道
支

出
金

１８
,１
４１

,０
００

重
度

心
身

障
害

者
医

療
費

補
助

金
道

支
出

金

０
日

常
生

活
用

具
給

付
等

事
業

費
補

助
金

道
支

出
金

３３
１

,０
００

障
害

者
自

立
支

援
対

策
推

進
費

補
助

金
道

支
出

金

０
障

害
児

保
育

特
別

対
策

事
業

費
補

助
金

道
支

出
金

３９
,０
００

障
害

児
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金

０
障

害
児

短
期

入
所

事
業

費
補

助
金

道
支

出
金

０
障

害
児

居
宅

介
護

事
業

費
補

助
金

道
支

出
金

３２
,３
１０

身
体

障
害

者
居

宅
生

活
支

援
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金

５６
６

,０
５２

知
的

障
害

者
居

宅
生

活
支

援
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金

５２
５

,０
００

地
域

生
活

支
援

事
業

費
等

補
助

金
道

支
出

金

４０
,０
００

精
神

障
害

者
通

所
交

通
費

補
助

金
道

支
出

金

出
所

：
夕

張
市

資
料

か
ら

作
成

。
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表
８

　
補

助
金

の
分

類
�

２０
１０

年
度

２０
０７

年
度

２０
０６

年
度

２０
０３

年
度

分
　

類
金

額
（

円
）

細
節

金
額

（
円

）
細

節
金

額
（

円
）

細
節

金
額

（
円

）
細

節

６
,４
０９

,０
００

生
活

保
護

費
補

助
金

国
庫

支
出

金
３

,１
１８

,０
００

生
活

保
護

費
補

助
金

国
庫

支
出

金
１

,７
３３

,０
００

生
活

保
護

費
補

助
金

国
庫

支
出

金
２

,０
５０

,０
００

生
活

保
護

費
負

担
金

国
庫

支
出

金

生
活

保
護

６６
４

,０
００

生
活

保
護

運
営

対
策

事
業

費
等

補
助

金
道

支
出

金
６７

１
,３
００

生
活

保
護

運
営

対
策

事
業

費
等

補
助

金
道

支
出

金

０
老

人
福

祉
会

館
改

修
整

備
道

支
出

金
６０

０
,０
００

高
齢

者
等

の
冬

の
生

活
支

援
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金
７８

７
,０
００

養
護

老
人

ホ
ー

ム
ア

ス
ベ

ス
ト

除
去

国
庫

支
出

金
４

,５
０４

,２
７５

在
宅

介
護

支
援

セ
ン

タ
ー

運
営

費
補

助
金

道
支

出
金

老
年

者
関

連

４
,６
５５

,９
２０

老
人

医
療

給
付

費
補

助
金

道
支

出
金

３
,６
０８

,０
００

老
人

医
療

給
付

費
補

助
金

道
支

出
金

４
,４
７９

,０
００

老
人

医
療

給
付

費
補

助
金

道
支

出
金

９１
２

,５
３９

老
人

ク
ラ

ブ
運

営
費

補
助

金
道

支
出

金
１

,１
７９

,２
６３

老
人

ク
ラ

ブ
運

営
費

補
助

金
道

支
出

金

０
老

人
短

期
入

所
介

護
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金
５５

６
,７
７８

高
齢

者
配

食
サ

ー
ビ

ス
道

支
出

金

１７
１

,３
８０

生
き

が
い

活
動

支
援

通
所

道
支

出
金

０
老

人
短

期
入

所
介

護
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金

３３
,０
９６

,４
９５

ふ
る

さ
と

雇
用

再
生

特
別

交
付

金
道

支
出

金
０

生
活

管
理

指
導

員
派

遣
道

支
出

金
６

,１
６８

,０
００

緊
急

地
域

雇
用

特
別

対
策

推
進

事
業

補
助

金
国

庫
支

出
金

雇
用

１０
,１
０１

,９
１１

緊
急

雇
用

創
出

事
業

交
付

金
道

支
出

金
７

,２
３７

,３
８８

生
活

管
理

指
導

員
派

遣
道

支
出

金

１５
３

,３
６７

,０
００

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
国

庫
支

出
金

４
,８
７１

,０
００

郷
愁

の
丘

ミ
ュ

ー
ジ

ア
ム

公
園

整
備

国
庫

支
出

金
２５

,０
００

,０
００

郷
愁

の
丘

ミ
ュ

ー
ジ

ア
ム

公
園

整
備

国
庫

支
出

金
２５

,０
００

,０
００

郷
愁

の
丘

ミ
ュ

ー
ジ

ア
ム

建
設

費
国

庫
支

出
金

地
域

振
興

１１
,１
５７

,７
５０

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
国

庫
支

出
金

８８
８

,０
００

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

事
業

補
助

金
道

支
出

金
４０

,１
２９

,０
００

平
和

運
動

公
園

整
備

国
庫

支
出

金
６

,５
９３

,８
８４

産
炭

地
特

定
事

業
費

補
助

金
国

庫
支

出
金

９
,９
０２

,３
００

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
国

庫
支

出
金

９０
１

,０
００

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

事
業

補
助

金
道

支
出

金
１０

５
,０
００

,０
００

平
和

運
動

公
園

野
球

場
建

設
国

庫
支

出
金

０
地

域
活

力
基

盤
創

造
負

担
金

国
庫

支
出

金
１１

０
,０
００

地
域

療
育

推
進

体
制

整
備

事
業

費
補

助
道

支
出

金

０
地

域
住

宅
交

付
金

国
庫

支
出

金

０
地

域
活

力
基

盤
創

造
交

付
金

国
庫

支
出

金

７５
,５
３５

,３
２５

夕
張

市
財

政
再

生
支

援
対

策
費

補
助

金
道

支
出

金

４５
,８
４６

,０
００

市
営

住
宅

再
編

事
業

費
補

助
金

道
支

出
金

５
,０
００

,０
００

発
電

所
所

在
市

町
村

振
興

事
業

補
助

金
道

支
出

金

３
,３
４０

,０
００

地
域

再
生

加
速

事
業

交
付

金
道

支
出

金

９６
０

,０
００

地
域

再
生

加
速

事
業

交
付

金
道

支
出

金

６４
３

,０
００

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

事
業

補
助

金
道

支
出

金

０
市

営
住

宅
再

編
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金

０
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
事

業
補

助
金

道
支

出
金



 

国庫支出金の構造変化について（鈴木・橋本）

─　　（　　）─6363

４
,１
５６

農
業

経
営

基
盤

強
化

資
金

利
子

補
給

補
助

金
道

支
出

金
６

,４
１５

農
業

経
営

基
盤

強
化

資
金

利
子

補
給

補
助

金
道

支
出

金
７

,１
３１

農
業

経
営

基
盤

強
化

資
金

利
子

補
給

補
助

金
道

支
出

金
４２

,０
００

農
業

経
営

基
盤

強
化

促
進

対
策

費
補

助
金

道
支

出
金

農
業

０
米

数
量

調
整

円
滑

化
推

進
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金
３１

１
,０
００

米
数

量
調

整
円

滑
化

推
進

事
業

費
補

助
金

道
支

出
金

１６
,０
００

農
業

委
員

会
補

助
金

道
支

出
金

１０
,１
９８

農
業

経
営

基
盤

強
化

資
金

利
子

補
給

補
助

金
道

支
出

金

９９
０

,０
００

小
規

模
林

道
整

備
事

業
道

支
出

金
０

市
道

鹿
の

谷
２

丁
目

通
線

道
路

改
良

国
庫

支
出

金
６０

,５
００

,０
００

市
道

若
菜

千
代

田
線

道
路

改
良

国
庫

支
出

金

道
路

０
林

道
管

理
道

支
出

金
３０

,０
００

,０
００

市
道

紅
葉

山
新

夕
張

駅
前

中
通

線
道

路
改

良
国

庫
支

出
金

４
,８
０５

,２
２０

冷
水

林
道

改
良

道
支

出
金

１
,１
５８

,５
００

林
道

管
理

道
支

出
金

１１
７

,１
７８

,９
５０

地
域

活
性

化
・

き
め

細
か

な
臨

時
交

付
金

国
庫

支
出

金

経
済

対
策

３２
,３
５０

,０
００

地
域

活
性

化
・

経
済

危
機

対
策

臨
時

交
付

金
国

庫
支

出
金

１５
,４
３２

,０
００

地
域

活
性

化
・

住
民

生
活

に
光

を
そ

そ
ぐ

交
付

金
国

庫
支

出
金

０
地

域
活

性
化

・
き

め
細

か
な

交
付

金
国

庫
支

出
金

１９
,３
３５

,０
００

テ
レ

ビ
極

微
小

中
継

局
デ

ジ
タ

ル
改

修
費

補
助

金
国

庫
支

出
金

３４
,７
００

人
口

動
態

調
査

費
補

助
金

国
庫

支
出

金
３４

,４
００

人
口

動
態

調
査

費
補

助
金

道
支

出
金

６
,７
２３

,０
９４

除
排

雪
サ

ー
ビ

ス
道

支
出

金

そ
の

他

１
,９
１８

,０
００

電
波

遮
へ

い
対

策
事

業
費

等
補

助
金

国
庫

支
出

金
６３

９
,０
００

児
童

虐
待

・
D

V
対

策
等

総
合

支
援

等
補

助
金

道
支

出
金

１１
,３
４０

,０
００

林
道

施
設

災
害

復
旧

道
支

出
金

３０
,１
００

人
口

動
態

調
査

費
補

助
金

道
支

出
金

６４
２

,０
００

児
童

虐
待

・
D

V
対

策
等

総
合

支
援

等
補

助
金

国
庫

支
出

金
９

,５
９２

,８
３３

緊
急

通
報

体
制

等
整

備
道

支
出

金

０
橋

梁
長

寿
命

化
修

繕
計

画
策

定
事

業
費

補
助

金
国

庫
支

出
金

２
,１
６３

,０
００

防
災

情
報

通
信

設
備

整
備

事
業

交
付

金
道

支
出

金

１
,１
９５

,０
００

妊
婦

健
康

診
査

臨
時

特
例

交
付

金
道

支
出

金

３０
０

,０
００

エ
ゾ

シ
カ

被
害

防
止

緊
急

捕
獲

事
業

道
支

出
金

１６
３

,０
４９

北
海

道
地

域
自

殺
対

策
緊

急
強

化
推

進
事

業
費

補
助

金
道

支
出

金

１６
,４
００

人
口

動
態

調
査

費
補

助
金

道
支

出
金

３
,０
００

社
会

福
祉

統
計

調
査

等
交

付
金

道
支

出
金

出
所

：
夕

張
市

資
料

か
ら

作
成

。



ここで①の衛生関連には，例えば，し尿処理場施設改修費補助金，二酸化炭素排出抑制

対策事業等補助金，新型インフルエンザワクチン接種費用負担軽減事業費補助金などを振

り分けた。②の子ども関連には，例えば，乳幼児医療費補助金，スクールバス購入費補助

金，清水沢中学校校舎改修費補助などを振り分けた。③の障害者関連には，重度心身障害

者医療費補助金，地域生活支援事業費補助金，障害者自立支援対策推進費補助金などを振

り分けた。④の生活保護関連には，生活保護費補助金，生活保護運営対策事業費等補助金

を振り分けた。⑤の老年者関連には，例えば，在宅介護支援センター運営費補助金，老人

医療給付費補助金などを振り分けた。⑥の雇用には，緊急地域雇用特別対策推進事業補助

金，生活管理指導員派遣，ふるさと雇用再生特別交付金などを振り分けた。⑦の地域振興

には，例えば，郷愁の丘ミュージアム建設費，平和運動公園野球場建設，社会資本整備総

合交付金などを振り分けた。⑧の農業には，例えば，農業経営基盤強化資金利子補給補助

金，米数量調整円滑化推進事業費補助金などを振り分けた。⑨の道路には，例えば，市道

若菜千代田線道路改良，市道紅葉山新夕張駅前中通線道路改良などに振り分けた。⑩の経

済対策には，例えば，地域活性化・きめ細かな臨時交付金，地域活性化・経済危機対策臨

時交付金などに振り分けた。⑪のその他には，例えば，除排雪サービス，テレビ極微小中

継局デジタル改修費補助金を振り分けた。

表９は，負担金と同様の分析を項目別分類の「補助金」についておこなったものだ。
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 表９　補助金の内訳の比較 （単位：万円）

２０１０年２００７年２００６年２００３年

シェア金額シェア金額シェア金額シェア金額

３.９％２,９９０７.３％６２００.０％０１.１％３０８衛 生 関 連

１８.０％１３,６７３１６.７％１,４２４７.５％９００３.７％１,２６３子 ど も 関 連

５.７％４,３２００.０％００.０％０３.９％１,３４１雇 用

５.９％４,４７１５８.５％４,９８０２１.０％２,５０５１３.７％４,６５６障 害 者 関 連

０.８％６４１３.７％３１２２.０％２４００.８％２７２生活保護関連

４０.３％３０,５７５６.８％５７６５５.３％６,６０３４０.３％１３,６７０地 域 振 興

０.１％９９０.０％００.０％０２８.４％９,６４６道 路

０.０％００.０％１３０.０％３２０.０％７農 業

０.０％０６.２％５２６４.４％５３１３.２％１,０８９老 年 者 関 連

２１.８％１６,４９６０.０％００.０％００.０％０経 済 対 策

３.４％２,５７４８０.０％６７９.５％１,１３７４.８％１,６３５そ の 他

１００.０％７５,８３８１００.０％８,５０５１００.０％１１,９４８１００.０％３３,９６０合　　計

出所：夕張市資料より作成。



ケース１の三位一体改革前後（２００３年度と２００６年度）を比較すると，総額では補助金は２

億２,０１２万円減少している。グループ分けした効果でみると，地域振興（７,０６７万円）と道路

（９,６４６万円）の減少が大きい。これは２００３年度に地域振興として，平和運動公園野球場建設

費への補助金が１億５００万円計上されていたものが，２００６年度には４,０１３万円に減少してい

ることで説明できる。この夕張市の平和運動公園野球場は，補助金に加えて，過疎対策事業

債（過疎債）で建設させた施設である�。過疎債は，過疎地域の施設整備，医療の確保，地域

活性化などに必要な経費に対して支出する財源に用いられる�。過疎債は起債充当率が１００％

の地方債である。また，元利償還金の７０％を後年度の普通交付税で賄うことができる。こ

のことから市町村は元利償還金の３０％を負担するだけでよい。過疎債を用いたハード事業

は，建設時の費用負担は生じないものの，償還費用の一部は負担する必要がある。さらに，

維持管理費用が発生するため，使用料で賄えない部分は夕張市の負担となることに注意が

必要だ�。また夕張市の場合，郷愁の丘ミュージアム公園整備への補助金が２００１年度から

２００７年度にかけて合計額で２億９,９８７万円が計上されていることは注目すべきことである。

道路関連については２００３年に９,６４６万円あったものが２００６年にはゼロとなっている。

ケース２の民主党への政権交替前後（２００７年度と２０１０年度）を比較すると，総額では６

億７,３３３万円増加している。増加の主たる項目としては，地域振興（２億９,９９９万円増），経

済対策（１億６,４９６万円増）及び，子ども関連（１億２,２４９万円増）が挙げられる。地域振

興は２００７年度には郷愁の丘ミュージアム公園整備の４８７万円（国庫支出金）と発達支援セ

ンター事業補助金の８９万円（道支出金）のみであったが，２０１０年度には社会資本整備総合

交付金が国庫支出金として新規に３つあり，その合計額は１億７,４４３万円に達する。また道

支出金として，夕張市財政再生支援対策費補助金（７,５５４万円）と市営住宅再編事業費補助

金（４,５８５万円）が新規に加えられていることが増加の主な要因である�。

国庫支出金の構造変化について（鈴木・橋本）

─　　（　　）─6565

�　現在の過疎法の名称は過疎地域自立促進特別措置法であり，２０１０年度に措置法の期限を２０１６年

度までとした。その後，東日本大震災の発生にともなう過疎事業の遅れなどから措置法の期限が

２０２１年度まで延長されている。なお，過疎債は，従来は上下水道，道路といったハード事業にの

みが起債の対象であったが，２０１０年度から産業振興，教育振興，医療の確保といったソフト事業

も対象となった。

�　地方財政法に定められていない経費についても過疎債を財源にすることができる。

�　夕張市によると，野球場の維持管理経費は，２０１３年度決算額では１,３９９千円となっているが，使

用料収入は，５３０千円（３３件，１,８７４名）となっている。また，過疎債の元利償還金のうち夕張市

の負担は，１５,５１０千円（元金１５,０６０千円，利子４５０千円）となっている。

�　夕張市財政再生支援対策費補助金は，夕張市が負担する再生振替特例債の利子を軽減するため

のものである。



経済対策は鳩山内閣で実施した「明日の安心と成長のための緊急経済対策（２００９年１２月

８日閣議決定）」の１つである，地域活性化・きめ細かな臨時交付金（国庫支出金）が１

億１,７１８万円と金額が高い�。この交付金は交付金の実施計画に基づいた事業を各自治体が

作成し，その事業に対して交付されるものである�。マクロレベルで約４,５００億円の予算規

模であった。

子ども関連は，清水沢中学校校舎改修費補助（国庫支出金）が１億２,１１２万円追加されて

いることが増加の最大の要因である。民主党の目玉政策の１つであった子ども手当に関す

るものは，子ども手当準備事業費補助金（国庫支出金）が存在するが，これは児童手当か

ら子ども手当への移行準備のために存在する補助金であり，金額としては３７１万円と規模

としては小さい。

老年関連は，２００７年度の５２６万円から２０１０年度にはゼロになっている。これは２００７年度

に存在した老人医療給付費補助金（４６６万円）が，２００８年に後期高齢者医療制度が導入さ

れたことに伴い，２０１０年度にはゼロになっていることが主な要因である。

雇用は，２００７年度にはゼロであるが，２０１０年度には，道支出金として，ふるさと雇用再

生特別交付金が３,３１０万円，緊急雇用創出事業交付金が１,０１０万円が存在する。ふるさと雇

用再生特別交付金は，国の雇用創出の基金による事業の中の１つであり，都道府県から市

町村に交付されたが，２０１１年度に終了している。

障害者関連については，シェアが２００７年度に５８.５％であったものが，２０１０年度には５.９％

に大きく縮小しているが，これは補助金の総額が２００７年度（８,５０５万円）から２０１０年度（７

億５,８３８万円）に大幅に増加したことによる。なお，補助金の総額の増加は主に地域振興関

連（２億２,９９９万円増），経済対策関連（１億６,４９６万円増），子ども関連（１億２,２４８万円増）

によるものだ。障害者関連の補助金金額は２００７年度（４,９８０万円）から２０１０年度（４,４７１万

円）にかけて５０９万円減少している。

ケース３の夕張市の財政破綻前後（２００３年度と２０１０年度）では，総額が４億１,８７８万円増

加している。増加の主な要因は，地域振興と経済対策であり，それぞれの増加額は，１
　

 億

６,９０５万円と１億６,４９６万円である。経済対策は２００３年度はゼロであることから２０１０年度は

追加の純増である。地域振興は２００３年度は１億３,６７０万円であったものが２０１０年度に３億

５３５万円に大きく増加している。

第１３巻　第１号
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�　この他に経済対策の交付金として，地域活性化・経済危機対策臨時交付金（３,２３５万円），地域

活性化・住民生活に光をそそぐ交付金（１,５４３万円）がある。

�　基本的にはインフラ整備が目的とされている。



地域振興としては，２００３年度については，ケース１で述べたとおり，郷愁の丘ミュージ

アム建設費（１億５００万円）と平和運動公園野球場建設（２,５００万円）が主な項目である。

これらの項目は２０１０年度には無くなっている�。２０１０年度の主な補助金は，社会資本整備

総合交付金（１億７,４４３万円），夕張市財政再生支援対策費補助金（７,５５４万円），市営住宅

再編事業費補助金（４,５８５万円）である。

４.　お　わ　り　に

本稿で得られた主な結果をまとめることでむすびとしよう。

第１に，三位一体改革前後の比較では，負担金総額の減少が見られた。負担金の減少の

原因は，子ども関連（２,３８６万円減），生活保護関連（１億６６２億円減）等によるものだ。た

だし，２００６年に施行された障害者自立支援法により，障害者介護給付費，障害者自立支援

医療費負担金，障害者自立支援給付費負担金などは増加している。補助金についても総額

の減少が生じている。グループ分けした効果でみると，地域振興（７,０６７万円減）と道路

（９,６４６万円減）がその要因だ。

第２に，民主党政権前後の比較では，負担金の総額が増加していることがわかった。特

に，子ども関連の負担金が５,７９９万円増加している。これは，民主党政権の目玉政策であっ

た子ども手当創設の影響で説明できる。

第３に，夕張市における財政破綻の前後において，国庫補助金の構造的な変化がみられ

た。負担金については，生活保護関連費が大きく削減されている一方で，障害者自立支援

法の形成にともなって障害者関連費が大きく増加している。補助金については，地域振興

関連費が大きく増加している。破綻前では特定の建設物に集中していたものが，破綻後で

は，住民に必要不可欠なインフラ整備や財政再建資金に集中している。財政破綻にともな

う，国や道からの補助金の形態での支援は，夕張市固有の問題へ対処するものだ。

インフラ整備に伴う補助金は，すべての地方団体の財政運営にとって，最低限必要なも

のと考えられよう。２０１２年１２月２日の笹子トンネル天井板落下事故以降，インフラの老朽

化についての関心が高まってきている。総務省は，公共施設等総合管理計画の策定を検討

している。この計画では地方が策定する事業経費に対して措置率５０％の特別交付税が２０１４

年度から３年間にわたって措置されることになっている。また，公共施設の除却に対して

国庫支出金の構造変化について（鈴木・橋本）

─　　（　　）─6767

�　これらの他の補助金である産炭地特定事業費補助金（６,５９万円），地域療育推進体制整備事業費

補助（１１万円）も２０１０年度には無くなっている。



２０１４年度から特例期間を設置して，充当率７５％の地方債の特例措置を計画している�。国

土交通省は道路老朽化対策として，複数年にわたる大型対策事業費に対して新たな補助制

度の創設を検討している�。
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�　特例期間は当分の間とされている。

�　社会資本整備審議会（道路分科会の基本政策部会）「道路の老朽化対策の本格実施に関する提

言（骨子案）」，２０１４年３月２３日による。


